
問合せ：国保年金課　国保係　☎44-1111（内線1251・1252・1257）

国民健康保険の
手続きを
忘れて
いませんか？
　例年３月末から４月初めにかけて、
住所変更される方や健康保険が変更
になる方が多くなります。職場の健康
保険と違い、国民健康保険の手続きは
自分でしなければなりません。
　加入の届け出が遅れると、国民健
康保険税は国保加入資格を得た月ま
でさかのぼって納めなければなりま
せん。さらに、保険証がない場合、
その間の医療費は全額自己負担にな
ります。
　また、脱退の届け出が遅れると、
保険料(税)を二重に支払ってしまう
こともありますので、必ず14日以内
に届け出ましょう。

※１　国民年金の手続きも必要
ですので、年金手帳をお持ちく
ださい。
▷国保年金課年金係
　（内線1255・1256）

※２　事前に市民課で手続きが
必要です。詳しくは市民課市民
係までお問い合わせください。
▷市民課市民係
　（内線1222・1223）

※３　国保加入の手続きは健康
保険などの資格喪失日以降にな
ります。事前に届け出されても保
険証をすぐに交付できない場合
がありますのでご了承ください。

１つでも該当する方は、本庁舎２階国保年金課または尾上・碇ヶ関総合支所１階
市民生活課市民係で手続きをしてください。

　国保に加入している方が、大学などへの進学により、平川市から他
市町村へ住所を変更する場合は、学生用保険証の手続きが必要です。
　転出届を提出したら、①学生であることが証明できるもの ( 在学証明
書または学生証 )、②今までの保険証をお持ちのうえ、届け出をしてく
ださい。

　平川市に住所のない方は、原則として平川市の
保険証を使うことができません。
　しかし、特例として、就学を理由に住所を変更
し、平川市にいる扶養義務者が生計を維持してい
る場合は、平川市が発行する学生用保険証を使う
ことができます。
※学生用保険証を使用できるのは「学生である期
　間」のみです。

　学生用保険証をお持ちの方が、卒業などにより学生でなくな
る場合は、学生用保険証を返却し、進路に応じた手続きをする
ことになります。また、進学などにより、学生である期間が延
長となる場合も手続きが必要となります。
　学生用保険証をお持ちの方がいる世帯には、手続きの案内通
知を３月中にお送りしますので、必要書類を確認の上、速やか
に手続きをしてください。

大学などへの
進学が決まったら

■学生用保険証とは ■学生用保険証をお使いの方へ

加入の手続き (必要な物：他の市町村の転出証明
書、身分証明書、マイナンバーのわかるもの)

加入の手続き (必要な物：職場の健康保険などを
やめた証明書、マイナンバーのわかるもの)

□他の市区町村から転入した 
　（職場の健康保険などに加入
　していない場合）※１※２

□職場の健康保険などをやめ
　た※１※３

□職場の健康保険などの扶養
　から外れた※１※３

加入の手続き (必要な物：職場の健康保険などの
扶養から外れた日が記載された証明書、マイナン
バーのわかるもの)

□他の市区町村へ転出する
　※２

脱退の手続き (必要な物：保険証、身分証明書、
マイナンバーのわかるもの)

□職場の健康保険などに加入
　した

脱退の手続き (必要な物：国保と職場の両方の保
険証、マイナンバーのわかるもの)
※職場の保険証が未交付の場合は加入したことを
　証明するもの。

□職場の健康保険などの扶養
　となった

脱退の手続き (必要な物：国保と職場の両方の保
険証、マイナンバーのわかるもの)
※職場の保険証が未交付の場合は加入したことを
　証明するもの。

□住所・世帯主・氏名が変わっ
　た※１※２

その他の手続き(必要な物：保険証、身分証明書、
マイナンバーのわかるもの)

□世帯を合併・分離した※２ その他の手続き(必要な物：保険証、身分証明書、
マイナンバーのわかるもの)

その他の手続き(必要な物：保険証、身分証明書、
在学証明書、マイナンバーのわかるもの)

再発行の手続き (必要な物：身分証明書、印鑑、
マイナンバーのわかるもの)

再発行の手続き (必要な物：破損した保険証、印
鑑、マイナンバーのわかるもの

□大学など進学のために、
　他市町村へ転出する※２

□保険証をなくした

□保険証を破損した

国民健康保険の手続きチェックリスト

check!
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入院したときの食事代が平成30年４月から一部変更となります

　平成30年４月より、入院中の食事代、および医療
療養病床に入院されている65歳以上の方の居住費の
負担額が変更となります。

　入院中の食事代に必要な費用は、保険者がその一部
を負担しますので、診察や薬にかかる費用とは別に、
被保険者は表の金額を医療機関へお支払いすること
となります。

入院時の食事代標準負担金額

低所得
(住民税非課税世帯)

1食360円

平成30年
3月まで

1食460円

平成30年
4月から ※１

※２
※低所得Ⅰ

※低所得Ⅱ

※生活療養(Ⅰ)

※生活療養(Ⅱ)

入院日数が90日超えで１食160円となります。適用を受けるために
は、市役所窓口での申請が必要です。申請には入院日数が90日を越
えていることが確認できるもの(領収書など)が必要です。
指定難病の方は０円のまま、据え置かれます。

同じ世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税で、その世
帯の各所得が０円となる方。
同じ世帯の世帯主および国保加入者が住民税非課税の世帯で低
所得Ⅰ以外の方。

一般所得者
(住民税課税世帯)

１食210円 (※1)低所得Ⅱ
低所得Ⅰ

1食360円 1食460円一般所得者

１食100円

所得区分

70
歳
未
満

70
歳
以
上

360円 370円(※2)

370円(※2)

370円(※2)

平成30年３月まで 平成30年４月から

一般所得者
(住民税課税世帯)

210円
(※1)

210円(※1)低所得Ⅱ

低所得Ⅰ

所得区分
１食 居住費 １食 居住費

200円

200円

200円100円 100円

生活療養(Ⅰ) 460円

生活療養(Ⅱ) 420円

療養病床にて医療の必要性の高い方 ( 指定難病の方以外 )

１食210円 (※1)

管理栄養士または栄養士による適切な栄養量および適時・
適温の食事の提供が行われているなどの基準を満たす場合。
生活療養(Ⅰ)以外の方。

○国保・後期高齢者医療制度に加入している方は、国保

　年金課・各総合支所国保担当窓口へ申請してください。

高額医療・高額介護合算療養費制度
医療と介護の両方のサービスを利用している方へ

高額医療・高額介護合算療養費制度とは

　世帯全員の１年間(毎年８月から翌年７月まで)の
医療保険と介護保険の自己負担額の合計が基準額を超
えた場合、その超えた金額を支給する制度です。

※支給の要件に該当すると思われる世帯には、支給申請のお
　しらせをお送りします。

①各医療保険における世帯内で、医療および介
　護の両制度ともに自己負担額を有する世帯が
　対象となります。

②70歳未満の方は、１か月の医療費が２万１千
　円を超えた分、70歳以上の方は、すべての
　自己負担額が合算対象になります。

■必要なもの

　印鑑、保険証（国保、後期高齢、介護）、通帳（国保
の方は、世帯主の通帳）、申請者および該当者のマ
イナンバー（通知カードまたは個人番号カード）

【算定基準額　年額：平成28年８月１日～平成29年７月31日】

制
度
の
ポ
イ
ン
ト

申請方法

■手続きの流れ

平
川 平川　花子

通知カード
健康保険

被保険者証
平川　花子

○○銀行

国民健康保険
70歳未満＋介護保険

所得区分 基準額

上位所得者

所得901万円超

所得600万円超
から901万円以下

所得210万円超
から600万円以下

所得210万円以下

212万円

141万円

67万円

60万円

34万円

一般

住民税非課税

問合せ：　国保年金課　国保係　☎44-1111（内線1252）
　　　　　高齢介護課　介護保険係　☎44-1111（内線1155）

○その他の医療保険に加入している方は、高齢介護課介     

　護保険係、各総合支所介護保険担当窓口へ「自己負担

　額証明書」の申請をし、交付されましたら、加入して

いる医療保険担当窓口にて

手続きしてください。

※支給額については、医療

　保険者・介護保険者それ

　ぞれより支給されます。

国民健康保険
70歳以上＋介護保険

所得区分

現役並み所得者

基準額 基準額

67万円

56万円

31万円

19万円

67万円

56万円

31万円

19万円

一般

低所得Ⅱ

低所得Ⅰ

後期高齢者医療制度
対象者＋介護保険
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